　議会テーマ　地方政治研究

Ⅰ、来年度予算案について

　国の来年度予算案では一般会計総額は９０兆３３３９億円で、「国の借金」である新規国債発行が３年連続で税収を上回るという異常事態となっています。

　日本は現在、東日本大震災からの復興やデフレ経済からの脱却などの大きな課題に直面しています。しかし、残念ながら来年度予算案からは景気回復や経済再生に向けた成長戦略などのメッセージは全く伝わってきません。
　特に、基礎年金国庫負担を２分の１にするための財源を一般会計に計上せずに「交付国債」っており、　交付国債の償還財源は将来の消費税増収分であり、政府・与党の消費税を含む税制の抜本改革の見通しも、その目的である社会保障改革の全体像も示せない中で予算計上すること自体、問題であり、“財政健全化取り繕い予算”であり看過できません。
　こうしたなかで我がまちの予算を市長はどのような政策意図を持って編成されたのか、お伺いいたします。何よりも予算案は市長のまちづくりへの青写真である市政運営方針、すなわち市長の選挙公約そのものの設計図であるわけですから、的確、明快な答弁をお願いいたします。
（1）新年度予算編成にあたっての基本的な考え方について

（2）来年度財政見通しについて、特に平成２３年度税制改正の影響、及び平成２４年度税制改正による本市財政への影響について
（3）3.11大震災、さらには円高により製造業を中心に地域経済は大きく落ち込んでいます。本市の地域経済への影響と新年度の税収見通しについて

（4）政府は大震災の復興財源として、市民税や所得税、法人税などの復興増税、また消費税を段階的に引き上げるとしているが、これらが本市財政への中長期的な影響について伺う。
（5）財源確保と歳出抑制に対する取り組みについて
【考えられる展開】
（2）平成２３年度税制改正大綱では法人実効税率の「5％（40.69％から35.64％）引き下げ」が決まっていた。その影響が出てくるのがＨ24年度予算から。また年少扶養控除（所得税３８万円、住民税で33万円）の廃止が決まっており。所得税ではＨ２３年１月から、住民税についてはＨ２４年６月からなくなる。

また同時期に特定扶養控除（１６歳から１８歳対象に所得税で25万円、住民税で12万円）の上乗せも廃止されることになっています。

Ｈ24年度税制改正は、自動車関連諸税の見直し、中高所得者の給与所得控除の縮小、固定資産税の住宅用地に対する負担軽減措置もＨ26年度までに段階的に廃止される。
（4）政府与党は消費税率を現在の5％から、2014年４月に8％、１５年10月に10％に二段階で引き上げることに決めた。この5％の消費増税が実現すると、そのうちの1.2％は地方消費税となる。さらに0.34％は地方財源に回る。つまり、1.54％は自治体が使うことになる。

しかも、この配分を決めた昨年末の「国と地方の協議の場」には地方６団体のトップが並んでいた。地方代表も含めて固めた増税案なのである。

地方６団体：全国知事会・全国市長会・全国町村会の執行3団体と、地方議会の議長の連合組織である全国都道府県議会議長会・全国市議会議長会・全国町村議会議長会の議会3団体を合わせた6つの団体の総称。
法的には地方自治法第263条の3に、これら首長や議長が全国的な連合組織は地方自治に関する事項について総務大臣を通じて内閣に申し出を行なったり、国会に意見書を提出したりすることができると定められている。

　地方分のうち、地方消費税の増税分（1.2％）と交付税の計2.72％分は「社会保障財源」と位置づけ、社会保障に充てる方向。地方交付税法は「国は地方自治の本旨を尊重し、使途を制限してはならない」と定めており、交付税の使い道を事実上限定する初のケースとなる。
　一方、現在の地方消費税にあたる残り1％については使い道を限らず、公共事業や教育など幅広い政策経費に活用できる「一般財源」とすることになっている。
　ここらの「地方交付税法との関係、消費増税を地方はどう使うのか」は地方議会でもしっかり議論する必要がある。
<<　参考　>>
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